
 

 

 

 

 

                                                  

資料３－２ 

経済・財政再生アクション・プログラム（原案） 

―“見える化”と“ワイズ・スペンディング”による改革推進― 

本報告は、「経済・財政再生計画」1に基づいて、主要分野の改革の方向性を具体化

し、改革の時間軸を明確化し、その進捗管理や測定に必要となる主な指標 2を設定した

うえで、すなわち改革工程とＫＰＩを策定したうえで、計画が定める目標及び目安 3に

向けて、改革を着実に進めることを企図して、経済・財政一体改革推進委員会 4におい

てとりまとめたものである。こうした取組は、経済再生と財政健全化の好循環をもた

らすとともに、一億総活躍社会の実現に資するものである。 

１ 改革推進の要点 

（１）躍動感ある改革を進める 

（改革の推進力としての「見える化」） 

現在の日本経済がデフレからの完全脱却を果たすために必要なのは改革の「躍動感」

である。躍動感は大胆な改革に連続して取り組むことによって生み出される。この大

胆な改革を可能ならしめる仕掛けが「見える化」である。 

本プログラムは、お金の使われ方であるインプットの「見える化」と、お金を使っ

た結果どのような成果が生み出されたかを示すアウトプットの「見える化」の双方を

目指している。財政と政策効果という見えにくいものについて、都道府県単位、基礎

自治体単位、保険者単位の一人当たり金額といった身近な単位で括りだして他と比較

することによって、自分の属する自治体、組織の運営が全国的にみてどのような位置

にあるのか国民各位が把握できるようになる。 

一人当たりのお金の使われ方とその政策の効果を自治体や組織ごとに分析すると、

類似した条件下にあっても、上手くお金を使っているところとそうではないところが

誰の目にも明らかになる。このような分析は緒に就いたばかりではあるが、既にいく

つかの分野では県民一人当たりの公費投入額とその効果について非常にばらつきが

大きいことが判明してきている。 

何故そのような差が生じるのかについて、これまではあまり着目されてこなかった。

本委員会では集中改革期間中にこうしたバラつき、差異の発生する要因を分析するこ

とにより、上手くお金を使えているかどうか、つまりワイズ・スペンディングしてい

るか否かを評価する。そして、上手く使えてない主体は、トップランナーを見習うこ 

1 「経済財政運営と改革の基本方針 2015」（平成 27 年 6 月 30 日閣議決定）第３章。以下、「計

画」という。 
2 Key Performance Indicator, 以下「ＫＰＩ」という。 
3 目標は、経済再生を進めるとともに、国・地方を合わせた基礎的財政収支（Primary Balance, 

以下「ＰＢ」という。）について、2020 年度までに黒字化、その後の債務残高対ＧＤＰ比の安定

的な引下げを目指すことをいう。また、目安は、集中改革期間（2016～2018 年度）における改

革努力のメルクマールとして、2018 年度のＰＢ赤字の対ＧＤＰ比▲１％程度を目安とするこ

と、計画における国の一般歳出の水準及び地方の歳出水準の目安等をいう。 
4 平成 27 年 6 月 30 日経済財政諮問会議決定に基づいて、計画推進のために設置された経済財政

諮問会議の下の専門調査会である。 
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とにより、ワイズ・スペンディングに近づいているか各主体の努力を検証しつつ改革

を促すことを目指す。 

同時に、自治体、関係主体毎のインプットとアウトプットの差異について、国民に

わかりやすい形で提示する「わかりやす化」を目指す。インプットの差異は国民一人

一人の負担に、そしてアウトプットの差異はＱＯＬ（クオリティー・オブ・ライフ：

生活の質）に直結することから、そこに差異が存在することをわかりやすく提示すれ

ば、かならずやワイズ・スペンディングへの要請が国民の間に高まり、改革への後押

しとなるであろう。こうした新しいボトムアップの改革推進を目指す。 

（ワイズ・スペンディングにより実現する経済再生と財政再建の両立） 

人口減少、少子高齢化、東京一極集中、地域の疲弊、インフラの老朽化などの構造

的な諸課題に対応する各分野での取組は、将来に向けた成長・発展にとって重要な取

組である。こうした取組にはしっかりと対応していくというメッセージは明確である

べきである。 

すなわち、政策効果が高く必要な歳出に重点化すべきである。全体として国民の負

担能力を上回る歳出は持続可能ではない。したがって重要なことは、重点化すべき歳

出と抑制すべき歳出のメリハリをつけた思慮深い配分を行うこと、そして大きな構造

変化のなかで経済と財政を大きく建て直すという積極的な発想をとることである。 

人口減少に伴って様々な経済活動において自前主義を見直すようになれば、対事業

所サービスが新しい産業として伸長することになる。公務の場合にはアウトソーシン

グの徹底によって公費軽減につながる。高齢化がより加速するので、医療・介護関連

分野や健康増進が市場として拡大することになる。健康寿命の延伸や疾病予防、重症

化予防は、医療費の抑制、生産性の向上にもつながり、さらには民間投資の呼び水に

なるものであり取組を強化すべきである。人口減少・少子高齢化の下、女性・高齢者

の就業拡大、雇用の多様化、そのための環境整備は、良好な経済・財政を保っている

先進諸国に共通する政策であり、もっと力を入れるべきである。また、ハード面での

老朽化の進行は、メンテナンスがビジネスチャンスとなるととらえることができる。

メンテナンスの手法の多様化、高度化は維持や補修のトータルコストを抑制する。 

新しい手法や主体に置き換える、新しいプレーヤーの登場を促すアウトカム、リタ

ーンの大きい政策に重点化するといったワイズ・スペンディングに徹し、経済再生と

財政再生を目指す明快な展望を描いていくことが重要である。ワイズ・スペンディン

グの総合戦略として経済・財政再生計画を着実に実行していくことにより、所期の目

標達成への道筋が開けてくる。 

計画で掲げられた３つの改革（公的サービスの産業化、インセンティブ改革、公共

サービスのイノベーション）5に基づきながら、「見える化」及び経済再生と財政再建

の両立の視点を特に重要視して策定したのが、本プログラムである。 

（単年度主義を超えるコミットメント） 

5 ３つの改革の基本的な考え方については末尾「用語の解説」参照。 
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予算措置や制度改正を伴う事項について、翌年度を超える将来の予定や改革の達成

目安を詳細に作り込む作業は、これまでにない取組であったが、担当省庁、財政当局

との間や委員間で熱心な議論を重ね、主要な改革項目 80 項目のすべてについて十分

な作り込みを行うことができたと考える。 

そうした議論を通じてわかったことは、単年度主義を超えて、中期的に一定の方向

性で政策を動かしていくことにコミットすることは担当省庁の責任と判断のみでは

困難な場合があり、担当省庁、財政当局と基本方針を策定する経済財政諮問会議の下

の専門調査会との間で議論を尽くすことが必要となる。また、個々の論点を巡る議論

にとどまらず、分野横断的に俯瞰することによって、建設的な視点が得られることも

しばしばあった。こうした作業体制・過程を今後とも維持・継続させていくことが極

めて重要である。そして、適時適切に改革の進捗状況について評価を行いながら、中

期的な目標に向けて確実に改革を推進していく。 

ＫＰＩについては、主要な改革項目に対して約 180 のＫＰＩを選択し、指標間の関

係性を考察したうえで、ＫＰＩを体系的に設定することに努めた。改革により人々の

行動変化が生じ、それによって、新しい成長力が生じるとともに、公費投入が緩和さ

れる、というのが基本的なロジックモデル（論理）である。単なる関連施策の毎年度

の進捗点検にとどまらない、中期的で実効的なＰＤＣＡの構築に取り組んでいく。 

（２）改革初年度（平成 28 年度）のスタートダッシュ 
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（３）「見える化」の徹底・拡大 

（「見える化」が人々の気付きと行動変化の鍵） 

「見える化」は、課題解決に向けた改革の必要性を、国民に広く伝えるために取り

組むものである。 

公共サービスに対する住民の需要を所与のものとするのではなく、人々の気付き、

行動変化を引き出し、需要・供給構造の変化を促すことが重要である。そうした目的

を指向した、①関係主体・地域間で比較できて差異が分かる、②行政の運営改善や成

果の有無・程度が分かる、③改革への課題の所在が分かる、という３つの「分かる」

に結びつく「見える化」を進める必要がある。そうした「見える化」が進展すれば、

改革に対する国民の理解、納得感も広がっていく。 

当面の具体的な「見える化」のイメージは以下のようなものである。 

自治体間で比較できて差異が分かるようにするため、例えば、保健福祉、教育、安

全など暮らし（ＱＯＬ，アメニティ）に係る主な指標は地域によってどのように違っ

ているか、歳出の傾向との関係性はどうか、一般財源の使途は自治体毎でどのように

違っているか、こうした点を含めて経済・財政状況は自治体毎でどのように違ってい

るかなどが分かる「見える化」に取り組む。試行的な分析ではかなりの地域差、地域

的な特徴が観察されることから、こうした「見える化」が進むだけでも多くの気付き

や行動変化につながると考えられる。 

行政の運営改善の有無・程度が分かるようにするため、例えば、公共サービスのイ

ノベーション、公的サービス産業化やインセンティブ改革の広がり、取組事例などを

明らかにするとともに、経済・財政動向との関係性を分析するなどの「見える化」に

取り組む。先進的な取組事例を「見える化」することは、「同じようなことならば自分

達もできるはず、やってみよう」という動機付けになるであろう。 

課題の所在が分かるようにするため、例えば、医療費・介護費の地域差にはどのよ

うな特徴、傾向があるか、総務管理費や公営企業経営の地域差にはどのような特徴、

傾向があるか、全国的な傾向に比して健全度が高い地域の特徴はどのようなものか、

他の地域へ適用できることはあるかなどの「見える化」に取り組む。医療費の地域差

については既に精度の高い分析が進められているが、その他の分野においても同種の

分析が積み重ねられて地域差解消の方策の検討につながっていくことが望まれる。 

（「見える」から「分かる」、「変えていく」へ） 

各省庁において順次「見える化」に着手する検討が進められているが、様々な情報、

データの単なる情報公開にとどまらないように注意しなければならない。改革集中期

間では、内閣府が、このような「見える化」に関する分析ならびにファクト・ファイ

ンディングの中心となって、ワイズ・スペンディングのベースとなるデータ作りを行

い、国民の喚起を促していく。 

上述のような目的を指向した、すなわち「見える」ことによって人々の気付きが生

じ、そこから更に現状を変えていく必要性が「分かる」ようになり、その納得感に基

づいて「変えていく」ことにつながっていくような「見える化」を徹底・拡大してい

く必要がある。そうした観点から、本委員会として「見える化」の進捗状況を点検・
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評価していく。 
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２ 主要分野毎の改革の取組 

福祉、教育、インフラ、窓口行政サービスなど、各分野での課題は様々であるが、

この各論は、ひとつ一つの公共サービスに対する需要の在り方、供給の在り方につい

て、「国民の真のニーズに合っているか」、「現状は過剰なのではないか」、「もっと合理

的でシンプルな方法があるのではないか」という観点から、計画に掲げられた３つの

改革（公的サービスの産業化、インセンティブ改革、公共サービスのイノベーション）

を主なアプローチの手法としながら、細部までの徹底した見直しを行うという一貫し

たコンセプトの下で、改革推進策を具体化したうえ、いつまでに何を行うかを明確に

示す。 

（１）社会保障分野 

【ポイント】 

・医療・介護等の給付の実態の徹底的な「見える化」を進めた上で、インプット及び

地域差を分析し、その是正等に向けた取組を推進 

－インセンティブ・ディスインセンティブの仕組みを機能させる。 

－都道府県別・基礎自治体別一人あたりの「医療＋介護」費を算出し、さまざまな

切り口で「見える化」する。 

・病床の機能分化・連携の推進に向け、地域医療構想を 2016 年度末までに前倒しで策

定し、医療提供体制の適正化の取組を推進。医療費の適正化については、医療費適

正化計画を策定し、取組を推進 

・疾病の予防、重症化予防、介護予防、後発医薬品の使用や適切な受療行動等を推進

していく観点から、個人と保険者の双方の取組を促すインセンティブのある仕組み

を構築（国保の保険者努力支援制度、後期高齢者支援金の加算・減算制度、ヘルス

ケアポイント等） 

・負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化について、実施検討時期や改革の方向

性等を明確化 

・薬価、調剤等の診療報酬及び医薬品に係る改革については、平成 28 年度診療報酬改

定等における対応を明確化 

社会保障分野に係る改革工程においては、改革の実効性を高めていくため、計画に

掲げられた全ての項目について、同計画に記載されている基本的な考え方を踏まえつ

つ、改革の方向性を明らかにするとともに、時間軸を明確に設定した上で、検討事項

については予断を持たずに検討する。 

主な項目に係る取組方針・時間軸等は以下のとおりである。 

１）医療・介護提供体制の適正化、インセンティブ改革、公的サービスの産業化

（取組方針・時間軸） 

医療・介護サービスの効率的な提供や国民の行動変容により、サービスの質や水準
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を落とすことなく医療・介護費を適正化していくことを目指す。医療・介護等の給付

の実態を徹底的に「見える化」し、インプット及び地域差のデータ分析を行うことで、

不合理な地域差やサービス提供における非効率等の所在を広く国民や都道府県・市町

村、保険者等に明らかにして問題意識を共有し、国民全体の参加の下でそれらの是正

等に向けた取組を推進していく。 

ⅰ）医療提供体制については、病床の機能分化・連携の推進に向け、必要なデータ分

析及び推計を行った上で、2025 年の高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能

ごとの医療需要と病床の必要量等を定める地域医療構想を、全ての都道府県におい

て 2016 年度末までに前倒しで策定し、2020 年度時点での十分な進捗を目指して

2017 年、2018 年と進捗を検証し、医療提供体制の適正化の取組を推進する。診療

報酬の特例の活用方策や、都道府県の体制・権限の整備について関係審議会等にお

いて検討を行うとともに、診療報酬上の対応について 28 年度改定において取り組

み、30 年度改定においても更なる対応を行う。これにより、療養病床に係る地域差

の是正を含む適切な医療提供体制の実現を図る。また、療養病床の効率的なサービ

ス提供体制への転換について関係審議会等において検討し、2016 年末までに結論

を得て、その結果に基づいて必要な措置を講ずる（法改正を要するものに係る 2017

年通常国会への法案提出を含む）。 

ⅱ）医療費の適正化については、国においてＮＤＢ等を活用した入院・外来医療費の

地域差の「見える化」を実施した上で、2015 年度内に、医療費適正化指標及び目標

を設定し、医療費目標については、（イ）入院医療費については地域医療構想が実現

した場合の医療費、（ロ）外来医療費については医療費適正化目標が達成された場

合の効果を織り込んだ医療費の算定式を設定する。これに基づいて、各都道府県に

おいて、2023 年度までの次期医療費適正化計画を策定し、2020 年度時点での十分

な進捗を目指して 2017 年、2018 年と進捗を検証し、医療費適正化の取組を推進す

る。 

ⅲ）介護保険事業（支援）計画及び医療計画に基づく取組を推進し、在宅や介護施設

等における看取りも含めて対応できる地域包括ケアシステムの構築に向け、必要な

介護インフラの整備等を進める。 

ⅳ）介護給付費の適正化については、要介護認定率や一人当たり介護費等の地域差の

「見える化」とデータ分析を進めた上で、各保険者において給付費適正化の取組を

進める。取組を更に進めるため、データ分析の結果を活用した介護保険事業計画の

ＰＤＣＡサイクルの強化や、保険者機能の強化や市町村による給付の適正化に向け

た取組へのインセンティブ付けなどに係る制度的枠組み等について関係審議会等

において検討し、 2016 年末までに結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を

講ずる（法改正を要するものに係る 2017 年通常国会への法案提出を含む）。 

ＮＤＢ等を活用した入院・外来医療費や介護費等の地域差等の「見える化」とデー

タ分析については、本計画策定以降も引き続き推進し、指標を追加するとともに、国

民に分かりやすいかたちで定期的に公表していくことで、国民全体の参加の下での改
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革を深化させていく。 

医療・介護を通じた居住に係る費用負担の公平化やかかりつけ医の普及の観点から

の外来時の定額負担の導入について関係審議会等において検討し、2016 年末までに

結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を講ずる（法改正を要するものに係る

2017 年通常国会への法案提出を含む）。 

インセンティブ改革については、全ての国民が自ら生活習慣病を中心とした疾病の

予防や重症化予防、介護予防に取り組むとともに、後発医薬品の使用や適切な受療行

動を行うこと等を目指し、個人と保険者の双方の取組を促すインセンティブのある仕

組みを構築する。そのため、保険者の医療費適正化への取組を促すための指標（後発

医薬品の使用割合、重症化予防の取組、重複投薬等）を 2015 年度中に決定し、2016

年度から国保の特別調整交付金の一部において傾斜配分の仕組み開始し、その後、

2018 年度より指標の達成状況に基づく国保の保険者努力支援制度や健保組合等の後

期高齢者支援金の加算・減算制度などの仕組みのメリハリある運用を本格実施するこ

とや、国保保険料に対する医療費の地域差が一層反映されるよう、財政調整交付金の

配分方法を含む国保財政の仕組みの見直しを行うことで、取組状況等に応じた保険者

や自治体に対するインセンティブやディスインセンティブの付与を強化する。個人の

疾病予防や健康づくり、健診受診等を促すための保険者によるインセンティブ付与制

度（ヘルスケアポイント、個人の保険料への支援となる仕組み等）の導入について、

2015 年度中にガイドラインを策定して、取組を推進する。 

公的サービスの産業化は、今後の日本経済の成長にとって不可欠のものである。こ

の公的サービスの産業化に向け、日本健康会議において採択した 2020 年に達成すべ

き８つの宣言や、「健康増進・予防サービス・プラットフォーム」の取りまとめ等を踏

まえ、民間事業者も活用した保険者によるデータヘルスの取組の優良事例の全国展開

に向けた取組を推進する。医療法人による医療・健康増進関連サービスの実施、医療

関係職種が民間の健康サービス事業でより活躍できるようにする取組を推進する。ま

た、介護保険外サービスを創出するに当たって参考となる事例やノウハウを記載した

「保険外サービス活用ガイドブック（仮称）」を 2015 年度中に策定し、取組を推進す

る。 

その他、マイナンバー制度のインフラ等を活用した取組等について、実施検討時期

等を明確化する。 

（ＫＰＩ） 

医療については、主要疾病に係る受療率、一件当たり日数、一件当たり点数等の地

域差を「見える化」し、それぞれの適正化につなげる。地域医療構想の 2025 年にお

ける医療機能別の必要病床数や、医療費適正化計画の 2023 年度における医療費目標

及び医療費適正化指標に対し、2020 年度時点での十分な進捗の実現を目指し、年齢調

整後の一人当たり医療費の地域差の縮小について、進捗状況を確認していく。 

介護については、介護費等の地域差を「見える化」し、年齢調整後の一人当たり介

護費の地域差の縮小について、進捗状況を確認していく。 

また一人当たり「医療＋介護」費を「見える化」し、医療と介護を通じた地域差等
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を明らかにしていく。 

インセンティブ改革については、保険者（自治体を含む）等による国民の行動変容

を促すための取組の実施状況と、それらを通じて実現される国民行動等の状況（健診

受診率、後発医薬品の使用割合、健康寿命の延伸、重症化の抑制度合い等）について

指標を設け、進捗状況を確認していく。 

公的サービスの産業化については、一定の基準を満たすヘルスケア事業者の数や各

保険者のデータヘルスの取組の状況、データヘルスに対応する健診機関を活用する保

険者の数について指標を設定して進捗状況を確認するとともに、各保険者における健

康維持率や生活習慣病の重症疾患の発生率等の「見える化」により、その効果につい

て把握していく。 

２）負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化 

（取組方針・時間軸） 

世代間・世代内での負担の公平を図り、負担能力に応じた負担を求める観点から、

ⅰ）医療保険における高額療養費制度及び介護保険における高額介護サービス費制度

の見直しについて、関係審議会等において具体的内容を検討し、2016 年末までに結

論を得て、その結果に基づいて速やかに必要な措置を講ずる。 

ⅱ）医療保険における後期高齢者の窓口負担の在り方について、関係審議会等におい

て検討し、集中改革期間中に結論を得る。 

ⅲ）介護保険における利用者負担の在り方について、関係審議会等において検討し、

2016 年末までに結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を講ずる（法改正を要

するものに係る 2017 年通常国会への法案提出を含む）。 

現役被用者の報酬水準に応じた保険料負担の公平を図るための社会保障改革プロ

グラム法における検討事項である介護納付金の総報酬割導入や医療保険において金

融資産等の保有状況を考慮に入れた負担を求める仕組みについて、関係審議会等にお

いて検討し、2016 年末までに結論を得て、その結果に基づいて必要な措置を講ずる

（法改正を要するものに係る 2017 年通常国会への法案提出を含む）。 

公的保険給付の範囲や内容について検討した上で適正化し、保険料負担の上昇等を

抑制するため、 

ⅰ）次期介護保険制度改革に向け、軽度者に対する生活援助サービス・福祉用具貸与

等やその他の給付について、給付の見直しや地域支援事業への移行、負担の在り方

を含め、関係審議会等において検討し、2016 年末までに結論を得て、その結果に基

づいて必要な措置を講ずる（法改正を要するものに係る 2017 年通常国会への法案

提出を含む）。なお、福祉用具貸与及び住宅改修に係る給付の適正化については、検

討の結果に基づいて速やかに必要な措置を講ずる。 

ⅱ）医薬品等の保険適用に際して費用対効果を考慮することについて、平成 28 年度

診療報酬改定での試行的導入に向けて評価対象の選定方法等を検討し、結論を得る

とともに、生活習慣病治療薬等の処方の在り方等について、費用対効果評価の導入

と並行して、専門家の知見を集約した上で検討し、2017 年度末までに結論を得る。
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ⅲ）公的保険給付の範囲の見直しや医薬品の適正使用の観点等から、平成 28 年度診

療報酬改定において、長らく市販品として定着したＯＴＣ類似薬を保険給付外とす

ること等について、その具体的内容を検討し、結論を得る。また、スイッチＯＴＣ

化する医療用医薬品を増やすとともに、それらに係る保険償還率の在り方について、

関係審議会等において検討し 2016 年末までに結論を得て、その結果に基づいて、

必要な措置を講ずる（法改正を要するものに係る 2017 年通常国会への法案提出を

含む）。 

３）薬価・調剤等の診療報酬及び医薬品等に係る改革 

（取組方針・時間軸） 

後発医薬品に係る数量シェアの目標値については、本年 6 月に閣議決定した骨太

2015 において、2017 年央に 70％以上とするとともに、2018 年度から 2020 年度末ま

での間のなるべく早い時期に 80％以上とすることとしている。この目標を達成する

ため、28 年度改定における診療報酬上のインセンティブ措置等の総合的な実施や、信

頼性向上のための品質確認検査の実施体制の強化、普及啓発等による環境整備に関す

る事業の実施などを進め、2017 年央において、その時点の進捗評価を踏まえて後発医

薬品数量シェア 80％以上の目標達成時期を決定し、更なる取組を推進する。 

創薬に係るイノベーションの推進等の重要性に鑑み、2015 年 9 月に取りまとめた

「医薬品産業強化総合戦略」等に基づき、臨床研究・治験活性化等のイノベーション

の推進や、基礎的医薬品等の安定供給の確保等の取組を確実に推進する。 

薬価について、市場実勢価格を踏まえ、診療報酬改定において適切に評価するとと

もに、薬価改定の在り方について、2018 年度までの改定実績も踏まえ、その頻度を含

め検討し、遅くとも 2018 年央を目途に結論を得る。あわせて、適切な市場価格の形

成に向け、医薬品等の流通改善の取組を推進する。 

平成 28 年度診療報酬改定において、国民の負担軽減の観点からの後発医薬品の価

格の見直しや、後発医薬品の価格等を踏まえた特許の切れた先発医薬品の価格の見直

しを実施する。 

先発医薬品価格のうち後発医薬品に係る保険給付額を超える分の負担の在り方に

ついて、関係審議会等において検討し、2017 年央を目途に結論を得る。 

薬局については、かかりつけ薬局の機能を明確化し、将来に向けた薬局再編の姿を

示す「患者のための薬局ビジョン」を踏まえ、薬剤師による効果的な投薬・残薬管理

や地域包括ケアへの参画を目指す。同ビジョンに基づき設定する医薬分業の質を評価

できる指標により、その進捗管理を行う。調剤報酬については、大型門前薬局の評価

の適正化、処方箋の受付や薬剤の調製など対物業務に係る評価の適正化、服薬情報の

一元的・継続的管理とそれに基づく薬学的管理・指導に対する適正な評価等の観点か

ら、平成 28 年度診療報酬改定において、抜本的・構造的な見直しを実施する。 

診療報酬改定の結果検証や改定内容等の国民への分かりやすい形での説明を行う。

（ＫＰＩ） 

後発医薬品の使用促進については、骨太 2015 で定めた目標値（2017 年央に 70％以
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上、2018 年度から 2020 年度末までのなるべく早い時期に 80％以上）を前提とした取

組を進める。医薬品の流通改善の取組を評価するため、妥結率の「見える化」に加え、

単品単価取引が行われた医薬品のシェアを指標として設定する。「患者のための薬局

ビジョン」に基づき設定する指標による薬局の取組状況の把握や、重複投薬の件数の

「見える化」等を通じて、薬局に係る改革の進捗状況について把握していく。 

４）年金 

（取組方針・時間軸） 

年金については、社会保障改革プログラム法に基づく検討事項について検討し、必

要な措置を講ずる。 

年金額の改定ルールの見直しや短時間労働者に対する適用拡大について、2015 年 1

月に行われた社会保障審議会年金部会における議論の整理等を踏まえ、可及的速やか

に法案提出も含めた必要な措置を講ずる。年金機能強化法附則第2条の規定に基づき、

短時間労働者に対する厚生年金保険及び健康保険の適用範囲について、2019 年 9 月

末までに関係審議会等において検討し、その結果に基づき、法案提出も含めた必要な

措置を講ずる。その際、短時間労働者の就労促進の観点にも留意する。 

高齢期における職業生活の多様性に応じた一人ひとりの状況を踏まえた年金受給

の在り方について、高齢者雇用の動向等を踏まえつつ、年金受給開始年齢や就労によ

る保険料拠出期間の在り方、その弾力的な運用の在り方を含め、次期の財政検証（2019

年）に向けて、速やかに関係審議会等において検討を行い、その結果に基づき、法案

提出も含めた必要な措置を講ずる。 

高所得者の年金給付の在り方を含めた年金制度の所得再分配機能の在り方につい

て、高所得者の老齢基礎年金の支給停止、被用者保険の適用拡大を進めていくことや、

標準報酬の上下限の在り方の見直しなど年金制度内における再分配機能の強化に関

し、年金税制や他の社会保険制度の議論を総合的に勘案し、速やかに関係審議会等に

おいて検討を行い、その結果が得られたものから法案提出も含めた必要な措置を講ず

る。また、公的年金等控除を含めた年金課税の在り方の見直しに関しては、個人所得

課税について、総合的かつ一体的に税負担構造を見直す観点から、今後、政府税制調

査会において、論点を整理しつつ、議論する。 

５）生活保護等 

（取組方針・時間軸） 

生活保護からの就労・増収等を通じた脱却を促進するため、就労支援を着実に実施

しつつ、各種制度について、効率的かつ効果的なものとなるよう、就労意欲の向上の

観点等を踏まえて不断に見直し、生活保護制度の適正化を推進する。 

生活保護受給者の後発医薬品の使用割合を 2017 年央までに 75％とするなど後発医

薬品の使用促進や頻回受診対策などの医療扶助の適正化を推進する。 

2017 年度の次期生活扶助基準の検証に合わせ、生活保護制度全般について検討す

るとともに、第２のセーフティネットとしての生活困窮者自立支援制度の在り方につ
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いて検討し、これらの検討の結果に基づいて必要な措置を講ずる（法改正を要するも

のに係る 2018 年通常国会への法案提出を含む）。 

雇用保険の当面の国庫負担の在り方について、積立金や雇用保険料の水準、経済雇

用情勢の動向、雇用保険法附則第 15 条の規定、国庫が果たすべき役割等を勘案し、

2018 年度末までに関係審議会等において検討し、結論を得て、検討の結果に基づいて

必要な措置を講ずる。 

（ＫＰＩ） 

就労支援や医療扶助の適正化の実施状況に係る指標を設定し、その進捗を把握す

るとともに、自治体ごとの就労支援の実施状況などの「見える化」により、事業の

検証等を進める。 

（２）社会資本整備等 

【ポイント】 

・持続可能な都市構造への転換とストック適正化－コンパクトな都市構造の実現、維

持管理コストや資産に関する情報の見える化による公的ストックの適正化、PPP/PFI

の積極的な活用のためのプラットフォームの全国整備等 

・社会資本整備の基本戦略ーストック効果の最大化を目指した選択と集中、インフラ

長寿命化とメンテナンス産業の育成・拡大、現場の担い手確保のための構造改革、

建設生産システムの生産性の向上 

社会資本や公共施設の整備や管理・運営については、「経済・財政再生計画」にもと

づき、経済再生と財政健全化の双方に資するよう、中長期的な見通しの下、マネジメ

ントも含めた効率化を図りながら、計画的に推進する必要がある。このため、計画に

あげられた改革を具体化するために講ずるべき施策とその進捗をモニターするＫＰ

Ｉ及びその目標を次のとおり設定する。 

１）持続可能な都市構造への転換と公共施設のストックの適正化 

人口減少・高齢化が進行する中、持続可能な都市構造を実現し、必要な機能を維持

しつつ、公共施設のストックの適正化や国公有財産の最適利用を図ることが求められ

ている。その際に、将来の維持管理コストや未利用資産等に関する情報を見える化し、

住民自らが地域の将来像を選択でき、それを実現できる枠組みを整える必要がある。

また、その手法として、コンセッションなど多様なPPP/PFI手法を可能な限り活用し、

コスト抑制を図りつつ、民間の資金やノウハウが活かされる新たなビジネス機会を拡

大していく。 

このため、まずは、立地適正化計画の作成を通してコンパクトで持続可能な都市像

を地域で共有する。2020（平成 32）年までに全国 150 市町村での作成を目標としその

進捗を管理する。また、計画の具体化を促し、居住誘導区域内での人口の占める割合

が増加している市町村数等により、施策効果の発現状況を確認していく。さらに、コ

ンパクト化による経済財政面や健康面などの効果を市町村がモニターできるよう指

標を開発・提供し、市町村による成果の見える化を促す。 
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次に、必要な機能を維持しつつ、公共施設等の集約化・複合化等を図るため、2016

（平成 28）年度までに公共施設等総合管理計画を、2020（平成 32）年度までに個別

施設計画を全国の地方公共団体で策定することとし、策定した地方公共団体数により

その進捗を管理する。それに併せて、2017（平成 29）年度までの固定資産台帳を含む

統一的な基準による地方公会計の整備により把握される資産老朽化比率等の指標の

ほか、住民一人あたりの維持管理に要する経費など、公共施設に関する情報を見える

化し、立地適正化計画との調和も図りつつ、ストックの適正化に対する住民の理解を

深めていくこととする。 

また、国公有地の未利用資産等の有効活用を推進する。未利用資産等や売却可能な

資産に関する情報の見える化を進め、これらについて、国と地方公共団体が連携し、

民間からの提案も活用しつつ、最適利用の促進を図る。 

さらに、公共施設や社会資本の整備・運営へのPPP/PFIの積極的な導入を図るため、

現行の PPP/PFI アクションプランを見直し、同プラン全体の現行目標の更なる拡充を

2015（平成 27）年度内に行う。2016（平成 28）年度内に、国及び人口 20 万人以上の

地方公共団体において、地域の実情を踏まえた多様な PPP/PFI の手法の導入を優先的

に検討する仕組みを構築するほか、PPP/PFI 手法の開発・普及を図る地域プラットフ

ォームの全国的な体制整備を計画的に展開する。PPP/PFI 事業の導入件数、コスト抑

制効果などモニターする仕組みを 2015（平成 27）年度内に構築する。 

２）社会資本整備の基本戦略 

① ストック効果の最大化を図る社会資本整備

人口減少下においても、ストック効果の高い社会資本整備を進めることにより、経

済活動の生産性を向上させ、力強い経済成長を実現しなければならない。厳しい財政

制約のもと、これを実現するためには、限られた予算を効果的に活用する「賢く投資・

賢く使う」インフラマネジメント戦略へ転換を図っていく必要がある。 

このため、社会資本整備重点計画（2015（平成 27）年閣議決定）に基づき、新規投

資については、経済成長、生活の質の向上、国土強靱化等による安全・安心の確保等

の分野への「選択と集中」により、ストック効果の高い事業を厳選していく。ストッ

ク効果の評価手法を整備し、ＰＤＣＡサイクルの徹底によりその実現を確実なものと

する。個別公共事業の効率性や実施過程の透明性の一層の向上を図るため、事前評価、

事後評価を引き続き実施するほか、維持管理費用の更なる見える化や交付金事業への

評価制度の適用も検討するなど、人口減少下における適切な事業評価を追求する。 

一方、既存施設については、限られた予算の中、その機能を最大限に活用しつつ、

社会資本ストックの維持管理・更新費用の増加を効果的に抑制し、良好な状態を維持

する戦略的なメンテナンスを進める。このため、インフラ長寿命化計画を国、地方公

共団体で策定し、中長期的な取り組みの方向性を明らかにした上で、計画的な維持管

理更新を着実に進める。また、メンテナンス産業の育成・拡大を図るため、民間資格

の登録制度を整備することにより維持管理・更新を担う技術者の育成・確保を図るほ

か、インフラメンテナンス国民会議（仮称）を 2016（平成 28）年度中に発足させ、産

官学が連携し、新技術の掘り起こし等を図っていく。 
13




 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 現場における担い手・技能人材に係る構造改革等 

建設産業の担い手の高齢化や若手入職者の減少が進む中、技能労働者の中長期的

な人材確保と育成にむけた構造的な改革や、新技術・新工法の活用等による建設生

産システムの生産性の向上を図ることが求められる。 

このため、社会保険等未加入対策の徹底（2017（平成 29）年を目途に建設業許可

業者の加入率 100％）や適正な賃金水準の確保、技能労働者の経験を蓄積するシステ

ムの構築（2017（平成 29）年度本格運用を目指す）などを通じ技能労働者の処遇改

善を図る。また、若者や女性の更なる活躍を推進し、その進捗にあたっては、若年

技術者を新規に雇用する企業数をモニターするとともに、女性の技能労働者の倍増

（2019 年/2014 年比）を目指す。さらに、債務負担行為の活用や、工事着手時期の

柔軟な運用により施工時期の平準化を図るほか、新技術・新工法を公共工事で積極

的に活用・評価することによる、省力化・効率化等を通じて、建設生産システムの

生産性の５割の向上を目指す。 

（３）地方行財政改革・分野横断的な取組 

【ポイント】 

・地方創生、行財政改革等の地方の頑張りを引き出すため、まち・ひと・しごと創

生事業費の配分の成果へのシフトやトップランナー方式（歳出効率化に向けた

業務改革で他団体のモデルとなるものを地方交付税の基準財政需要額の算定に

反映）の導入により、インセンティブ改革を推進 

・自治体の頑張りによる経済効果の評価項目として、賃金上昇率、設備投資増加率

等をモニタリング

・自治体の住民一人当たり行政コストの性質別・目的別の「見える化」や固定資産

台帳の整備等を通じたストック情報の「見える化」 

・都道府県別の一人当たり行政コストとその財源内訳（地方税・地方交付税・国庫

支出金等）の「見える化」を行い、比較可能な状態にすることで、その経年変化

をモニタリング 

・インプットの成果としてのアウトカム（費用対効果）をチェックする仕組みの構

築 

・業務改革モデルプロジェクトや標準委託仕様書の作成により、公共サービスの

イノベーションや公的サービスの産業化につながる適正な民間委託等を加速 

・自治体のクラウド化や業務改革による公共サービスのイノベーションの一層の

促進、自治体におけるＩＴ戦略等を推進する人材の育成やＣＩＯの役割を果た

す人材の確保の支援 

計画が定める目標及び目安に向けて、国と概ね同水準の歳入・歳出規模を有する地

方についても、地域の活性化と頑張る地方を支援する仕組みの充実、国の取組と基調

を合わせた歳出改革・効率化、地方自治体の経営資源の有効活用を地方の意見も聞き
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ながら進める。また、公共サービスの効率化と質の向上を同時に実現するためには、

ＩＴの活用による業務改革やアウトソーシング等を通じた民間の知恵の活用、公共サ

ービスに係る「見える化」の推進や行政改革等に、国・地方を通じ歳出分野横断的に

取り組む。 

１)地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革 

（取組方針・時間軸） 

地方創生、行財政改革等の地方の頑張りを引き出すため、まち・ひと・しごと創生

事業費へ自治体の取組の成果を一層反映するとともに、歳出効率化に向けた業務改革

で他団体のモデルとなるものを地方交付税の基準財政需要額の算定に反映する取組

（トップランナー方式）を進めることなどインセンティブ改革を進め、地方交付税を

はじめとした地方財政制度の改革に取り組む。 

「見える化」を促進する公営企業会計の適用拡大や、事業廃止・民営化等を含む抜

本的な改革の検討、経営戦略の策定を通じた経営基盤強化、第三セクター等の経営健

全化に向けた取組等を通じ、公営企業・第三セクター等の経営の改革を進める。また、

地方創生の取組支援のための新型交付金の創設・活用に取り組む。改革を進めるに当

たっては、地域住民を巻き込みその理解と協力を得るとともに、自治体の置かれた地

理的条件は多様であることや、義務的経費の削減は自治体だけでは行えないこと等に

も留意する。 

まち・ひと・しごと創生事業費について、地方版総合戦略に基づく取組の成果の実

現具合等に応じ、成果を反映した配分を集中改革期間の後は、５割以上とすることを

目指す。トップランナー方式の導入は、地方行政サービス改革に係る調査によって把

握することとしている自治体の業務改革のうち、単位費用に計上されている全ての業

務（23 業務）を検討対象とし、このうち庶務業務、情報システムの運用などの 16 業

務については 2016 年度に着手し、複数年（概ね３～５年程度）かけて段階的に反映

を進める。地方財政制度に係る改革の経済効果を検証する中で、自治体の頑張りによ

る経済効果の評価項目として、賃金上昇率や設備投資増加率等をモニタリングしてい

く。公営企業・第三セクターの改革については、既に総務省から自治体に対して各種

指針の発出・要請等が行われており、これを踏まえ、計画期間内のできるだけ早期に

取組を進める。新型交付金は 2016 年度予算で創設し、自治体が設定したＫＰＩの達

成状況を毎年度モニタリングしながら翌年度以降の事業の採択に反映させる。 

（ＫＰＩ） 

まち・ひと・しごと創生事業費に占める成果反映配分の割合や地方交付税の算定に

使用している指標の推移、トップランナー方式の対象業務の拡大状況、また、公営企

業の経営戦略の策定率等を把握することにより、地方創生、地方行財政改革の進捗状

況や効果を確認する。重点事業（下水道・簡易水道）における公営企業会計の適用団

体数（人口３万人以上）、経営戦略の策定率や収支赤字事業数の減少を確認するとと
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もに、収支、繰出金等の指標を用い、地方公営企業分野全体における改革の成果を事

後的に検証する。新型交付金の経済・財政効果等を検証する。 

２)地方行財政の「見える化」 

（取組方針・時間軸） 

「見える化」は、行政サービスをめぐる問題の所在、改革の必要性や方向性を共有

するための基盤的なインフラであることにかんがみ、自治体の行政コストやインフラ

の保有・維持管理情報など地方財政の全面的な「見える化」を進める。 

自治体の住民一人当たり行政コストを性質別・目的別に網羅的に「見える化」し、

当該自治体における経年比較や類似団体との比較を可能にすること、公共施設等総合

管理計画の策定と集約化・複合化等を推進すること、地方公会計（固定資産台帳）の

整備に合わせて「資産老朽化比率」を明らかにし、将来負担比率との「組合せ分析」

を行うことなどによりストック情報を全面的に「見える化」すること等に取り組む。

地方交付税（都道府県分）の基準財政需要額の内訳等を公開するとともに、地方交付

税の配分の考え方・内容の詳細、経年変化について市町村分も含め公表すること等を

集中改革期間中を通じて着実に実施する。あわせて、公営企業会計の適用を推進する

とともに、公共施設等の集約化・複合化等の成果の検証を行う。 

法令・国庫支出金等で基本的枠組みを定めている分野（例えば、医療、介護、教育

等）におけるパフォーマンス指標や公共サービス関連情報の「見える化」と関係法令

の見直し、それを踏まえた国庫支出金・地方交付税の配分等の見直しを行うとともに、

都道府県別の一人当たり行政コストとその財源内訳（地方税・地方交付税・国庫支出

金等）の「見える化」を行い、比較可能な状態にすることで、その経年変化のモニタ

リング等を行う。その際都道府県とも、域内の基礎自治体の情報を共有し、連携して

取り組む。あわせて、パフォーマンス指標の見える化を通じインプットの成果として

のアウトカム（費用対効果）を明らかにし、チェックする仕組みを構築する。 

（ＫＰＩ） 

公共施設等総合管理計画を策定した自治体数を 100%にすることを目指して推進す

るとともに、これらのうち施設の集約化・複合化等を実施した団体の割合や、資産老

朽化比率についても検証する。固定資産台帳・統一的な基準による地方公会計を整備

した自治体数を 100%にすることを目指して推進する。重点事業（下水道・簡易水道）

における公営企業会計の適用団体数を確認することにより、公営企業会計を全面的に

「見える化」する。加えて、都道府県別の一人当たり行政コストとその財源内訳（地

方税・地方交付税・国庫支出金等）の「見える化」を行い、その経年変化のモニタリ

ング等を行う。 

３)地方行政分野における改革 
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（取組方針・時間軸） 

公共サービスのイノベーションや公的サービスの産業化にもつながる民間の大胆

な活用による適正な民間委託等を加速するとともに、公共サービスの広域化の取組を

進める。 

住民サービスに直結する窓口業務や業務効率化に直結する庶務業務等の内部管理

業務に焦点を当て、民間企業の協力のもとＢＰＲの手法を活用しながらＩＣＴ化やア

ウトソーシングなどの業務改革を一体的に行うため、2016 年度から 3 年間「業務改革

モデルプロジェクト」を実施する。希望する自治体の協力を得ながら、窓口業務に関

する標準的な業務フローと標準委託仕様書の作成に 2016 年度から取り組む。また、

計画期間中を通じ連携中枢都市圏や定住自立圏の形成促進を行う。 

（ＫＰＩ） 

窓口業務のアウトソーシングなど汎用性のある先進的な改革に取り組む市町村数

を 2020 年度までに倍増させる。標準委託仕様書の活用等に参画するモデル自治体数

の目標を設定することで、同仕様書が多くの自治体の意見を反映した質の高いものに

なることを確保する。連携中枢都市圏・定住自立圏の圏域数の目標を設定し、拡大を

図るとともに、社会人口増減などの指標を用い、圏域の形成の効果を検証する。 

４)ＩＴ化と業務改革、行政改革等 

（取組方針・時間軸） 

ＩＴ化と業務改革を通じて国・地方の行政サービスの効率性と質の向上を図る。マ

イナンバー制度の活用や国による自治体のＩＴ化・ＢＰＲ推進に向けた取組の促進策

の提示、国のオンラインサービス改革・業務改革、政府情報システムのクラウド化・

統廃合、地方の業務の簡素化・標準化、自治体クラウドの積極的展開を進める。あわ

せて、公共サービスのイノベーションに係る先進事例の全国展開、地方税における徴

収対策の推進や国・地方の公務員人件費の総額の増加の抑制に取り組む。

マイナンバー・個人番号カード活用によるオンラインサービス改革や、自治体にお

けるＩＴ戦略等を推進する人材の育成やＣＩＯの役割を果たす人材の確保の支援等

を実施するとともに、各府省庁の業務改革と政府情報システムのクラウド化を行う。

「国・地方ＩＴ化・ＢＰＲ推進チーム」による自治体クラウドの取組事例の分析を 2016

年度中に行い、それを踏まえてクラウド化や業務改革を一層促進する。自治体等の先

進事例の全国展開に取り組み、公共サービスのイノベーションを推進する。地方税に

おける徴収対策については2016年度中に徴収事務の共同処理、インターネット公売、

電子申告の推進などの取組の効果を整理・分類し、その結果を自治体に対して提供す

る。公務員人件費については、計画期間中の増加抑制に取り組む。 

（ＫＰＩ） 

国においては、政府情報システム数を 2018 年度までに半減するとともに、各府省
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における運用コストを 2021 年度を目途に３割圧縮する。地方においては、クラウド

導入団体を 2017 年度までに倍増するとともに、地方公共団体における運用コストを

３割圧縮する。 

（４）文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等

【ポイント】 

・教育効果のエビデンスを重視。教育政策に関する実証研究を推進。その進捗を踏ま

え、少子化の進展、学校の課題等を踏まえた教職員定数の中期見通しを提示 

・国立大学・応用研究への民間資金導入、教育・研究の質の向上を指標化 

文教・科学技術分野については、計画において、①少子化の進展を踏まえた予算の

効率化、②民間資金の導入促進、③予算の質の向上・重点化、④エビデンスに基づく

ＰＤＣＡサイクルの徹底を基本方針として、改革を進めることが決定されている。計

画にあげられた改革を具体化するために講ずるべき施策とその進捗をモニターする

KPI 及びその目標は、以下のとおり。 

１）少子化の進展を踏まえた教職員定数の見通しなど予算の効率化及びエビデンスに

基づくＰＤＣＡサイクルの徹底 

（取組方針・時間軸） 

少子化の進展及び小規模化した学校の規模適正化の動向、学校の課題に関する客観

的データ等の学校・教育環境に関するデータ収集及び教育政策に関する実証研究の進

展、地方自治体の政策ニーズ等を踏まえた予算の裏付けのある教職員定数の中期見通

しを策定、公表、提示するとともに、データや教育政策の成果及び費用、背景にある

環境要因を総合的に考慮して予算要求を行い、教育におけるＰＤＣＡサイクルを確立

する。 

2015 年度中に教育政策に関する実証研究の推進体制を構築し、2016 年度から着手

する。データ収集や実証研究の進展等を踏まえ、2018 年度までに教職員定数の中期見

通しを策定する。これらの取組を踏まえ、2020 年度までに教育におけるＰＤＣＡサイ

クルを確立する。 

（ＫＰＩ） 

教員の総勤務時間及びそのうちの事務業務の時間について、2017 年調査において

いずれも 2013 年比減とする。 

ＯＥＣＤ・ＰＩＳＡ調査等の各種国際調査を通じて世界トップレベルを維持・向上

するなど、初等中等教育の質の向上を測るＫＰＩを設定する。 

２）国立大学・応用研究への民間資金の導入促進及び予算の質の向上・重点化 

（取組方針・時間軸） 

国立大学・公的研究機関と民間企業との共同研究の促進等による民間資金導入の促

進、国立大学の寄附金収入の拡大など財源の多様化、有能な人材の流動化、研究設備
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の共用化等を図る。 

上記の取組内容について、2015 年度中に策定する第３期国立大学法人中期目標・計

画（2016～2021 年度）及び第５期科学技術基本計画（2016～2020 年度）に関連内容

を位置付け、各内容の進捗・達成状況について進行管理を行う。 

（ＫＰＩ） 

民間資金の導入を測るＫＰＩとして、2020 年に企業から大学等・公的研究機関への

研究費総額を近年平均比 1.2 倍、国立大学における寄附金受入額を 2014 年度比 1.3

倍、企業と大学等の共同研究金額を 2013 年比 1.5 倍とする。 

世界大学ランキングについて計画期間を通じてトップ 100 に我が国大学を 10 校以

上とする、第３期国立大学法人中期目標・計画の達成状況について 2019 年度暫定評

価において達成見込みを確認し、2021 年度に中期目標を全法人において達成するな

ど、高等教育の質の向上を測るＫＰＩを設定する。 

大学改革と競争的研究費改革の一体的推進などを通じて我が国の研究の質の向上

を図ることが重要であり、研究の質の向上を測るＫＰＩとして、2018-2020 年の我が

国の総論文数に占める被引用回数 Top10％論文の割合を 10％以上とする。 

３）その他の分野 

（外交）

（ⅰ）ＯＤＡ

ＯＤＡについては、諸外国に比して厳しい財政状況等を勘案し、重要な外交手段の

一つとして適正・効率的かつ戦略的活用に取り組むこととしており、本年２月に閣議

決定された開発協力大綱を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルの強化及び評価等に関する情報

公開を促進するとともに、官民連携による開発協力を推進していく。「質の高いイン

フラ」の展開や中小企業等の海外展開支援等によって、民間部門主導の成長を促進し、

開発途上国の経済発展を一層力強くかつ効果的に推進するとともに、日本経済の力強

い成長にもつなげていく。

（ⅱ）国際機関等への拠出

国際機関への拠出については、評価の基準・指標を明らかにした上で、拠出を行っ

ている国際機関全般に対して、毎年の予算概算要求に向け、多面的・定量的な評価を

行い、拠出の妥当性を検証し、その結果を翌年度概算要求に反映する。個別プロジェ

クトにイヤマークする任意拠出金については、プロジェクト毎の成果目標の公表及び

達成状況のフォローアップを行う。こうした取組を通じ、メリハリのついた予算配分

を行い、事業の一層の効率化を図る。今後、評価方法や評価対象等につき外部有識者

の意見を聴取する等して、更なるＰＤＣＡ強化・透明性確保を図る。

（安全保障・防衛）

（ⅲ）効率化への取組、調達改革に係る取組等

「中期防衛力整備計画（平成 26 年度～平成 30 年度）」（平成 25 年 12 月 17 日閣議
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決定）に基づき、防衛力整備の着実な推進とともに、①長期契約を活用した装備品等

及び役務の調達、②維持・整備方法の見直し、③装備品のまとめ買い、④民生品の使

用・仕様の見直し等の調達改革等を通じ、一層の効率化・合理化を徹底した防衛力整

備に努め、平成 26 年度～平成 30 年度において 7,000 億円程度の縮減を目標とする。

（集中改革期間においては約 4,810 億円の縮減を目標とする）。 

また、新設された防衛装備庁を中心に、①プロジェクト管理手法の導入、②ＰＢＬ

の適用拡大、③随意契約の適用可能範囲の類型化、④特別研究官の活用による新しい

契約制度の構築、⑤安全保障技術研究推進制度の推進などを行い、調達改革の一層の

推進を図る。 
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３ 実効的なＰＤＣＡ構築 

改革工程表・ＫＰＩは、これらに基づいてＰＤＣＡを実効的に回していくことが極

めて重要である。担当省庁において着実に取組を進めるとともに、本委員会としては、

適時適切に進捗管理、点検、評価を行い、主要課題については逐次経済財政諮問会議

へ報告していくこととしたい。 

実効的なＰＤＣＡを構築するには、的確なチェックがなされ（タイミングの適切さ、

十分なデータや情報に基づくこと、内容が客観的でかつ実際的であるなど）がなされ、

その結果が次のアクションとプランニングに確実に反映される（施策の進捗状況、効

果の発現状況などを踏まえながら、改革工程やＫＰＩの内容、目標値等を適切に見直

すなど）ことが必要である。以下のような諸点から、強化や改善、高度化に向けた取

組を継続していく。 

各省庁の各種施策、事務・事業に係るＰＤＣＡについては、既に毎年度実施されて

いる政策評価や行政事業レビューの仕組みが動いており、経済・財政再生計画のＰＤ

ＣＡを回していくに際しては、これらの取組と有機的に連携を図っていく。 

一方で、経済・財政再生計画のＰＤＣＡ独自の視点も重要である。人々の気付きや

行動変化に働き掛けようとする改革について、短期的な効果を期待することは難しい

が、中期的には大きな改革効果が発現される可能性もある。そこで、毎年度の取組状

況や指標のチェックとともに、複数年度にわたる視点からも点検・評価していく必要

がある。データや、各種の行政情報、必要に応じてアンケートやヒアリング等も組合

せながら、タイムリーに改革の進捗を巡る状況を必要十分に把握することが重要であ

る。 

点検・評価は現場の変化を高い感度で探知するものでなければならない。人々の行

動変化を促すことによって公共サービスの需要・供給構造に変化を生じさせるという

所期の成果につながっているのかどうか、それは持続的な動きとなっているのか、そ

うした変化は必ずしも統計だけでは把握できない面もあると考えられる。現場の視察、

意見交換などの方法も積極的に取り入れていくべきであろう。 

ＰＤＣＡの実効性を高めるには、点検・評価自体の質を高めていく取組が重要とな

る。そうした意味で、指標や分析のオープンデータ化を積極的に進めていく必要があ

る。オープンデータ化を通じて、外部の識者による検証や分析の裾野が広がり、そう

した検証や分析を取り入れていくことによって、評価の手法の高度化や多様化が進む

ことが期待される。また、政策効果の測定につながるような統計等の公表を早めてい

く努力も重要である。 

単年度と複数年度のＰＤＣＡ、ミクロの点検とマクロの評価、行政自らによる評価

と外部の検証・分析などを適切に組み合わせながら、計画の目標達成に向けて、中期

的に実効性があがるＰＤＣＡを構築していかなければならない。 
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本報告は、本委員会の第一のミッションである、計画に掲げられた改革の具体化、

改革工程とＫＰＩの設定に関する第一次報告である。本委員会は、更に、この改革工

程に係るＰＤＣＡを構築したうえで、改革の進捗状況を評価、点検し、その結果を経

済財政諮問会議へ報告する任務を担う。計画の目標達成が視野に入ってくるよう、引

き続き鋭意検討を進めていく。 

［用語の解説］ 

本プログラムは、①経済再生と財政再生を相対立するのではなく両立させるべき関係と位

置づけるとともに、その進め方についても、②トップダウンではなく、個々の改革の取り組

みと関係者・現場の創意工夫を重んじるボトムアップに拠るものである。こうした①の両立

する目標を②のボトムアップで実現しようという際のアプローチが、ⅰ）公的サービスの産

業化、ⅱ）インセンティブ改革、及びⅲ）公共サービスのイノベーションである。また、これ

らのアプローチに実効性を与える鍵となるのが「見える化」である。 

・公的サービスの産業化 

公共サービス（行政が提供するサービスのほか、医療・介護、子育てなどの公的保険制度や

公費負担によって提供される社会保障サービスを含む。）やそれと密接に関わる周辺サービ

スについて、民間企業等が公的主体と協力して担うことによって、サービスの選択肢の多

様化、サービスの効率化を図るとともに、新たな成長のタネを発掘・伸長させること。 

・インセンティブ改革 

公共サービスの質の向上に取り組む必要性に対する気付きを広げ、現状を変えていく動機

付けを付与することによって、住民や保険者、企業等の行動変化につなげ、公共サービス

の量的な増大を抑制するとともに、経済・財政の再生に向けた前向きな改革を促すこと。 

・公共サービスのイノベーション 

公共サービスに対する需要・供給構造に関する情報や地域間、保険者間の差異に関する情

報等の見える化を進めることや、公共サービスに係る業務の簡素化・標準化、先進的な取

組の普及・展開を進めること。 
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